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Ⅰ．令和２年度水管理・国土保全局関係補正予算（第３次）配分方針

１．配分方針

令和２年度水管理・国土保全局関係補正予算（第３次）については、「国民の命と暮らし

を守る安心と希望のための総合経済対策」（令和２年12月８日閣議決定）において、取り組

む施策として掲げられた「防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保」を行うた

めの所要の経費が計上及び公共事業の効率的な執行のため、いわゆる「ゼロ国債」（当該年

度の支出はゼロであるが、年度内に契約発注が可能）が設定されたところである。

配分に当たっては、地域の実情や地方公共団体の要望等を勘案しつつ、高い緊急性や効果

が認められる事業に重点をおくこととする。

２．配分対象事業費

4,974億円

内 訳

防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保 4,494億円

国庫債務負担行為（ゼロ国債） 480億円

※ 上記の他に

・水資源開発事業交付金57億円（公共費ベース）がある。

・災害復旧関係事業として、直轄887億円、補助3,297億円（国費ベース）を配分す

る予定である。

・省全体で社会資本整備総合交付金5,403億円（国費ベース）がある。

令和２年度
水管理・国土保全局関係 補正予算（第３次）配分概要

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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Ⅲ．事業別概要

１．防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保

２．国庫債務負担行為（ゼロ国債）

事業名 事業概要
配分額

（百万円）

○河川事業

○ダム事業

○砂防事業

○海岸事業

○下水道事業

気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害や切迫する地震災害

等に屈しない強靱な国土づくりに向け、「防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策」（令和２年12 月11 日）等を計画的に講じ、防災・

減災、国土強靱化を強力に推進するため、以下の対策を実施。

○気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」等の推進

○河川・ダム、砂防関係施設等の重要インフラに係る老朽化対策

○災害時情報伝達手段の多重化・高度化

○３次元モデルやカメラ画像等を活用したインフラの整備、管理などデ

ジタル化の推進

449,388

事業名 事業概要
配分額

（百万円）

○河川事業

○ダム事業

○砂防事業

○海岸事業

積雪寒冷地等地域の実情等に配慮し、早期効果発現が見込まれる事業

等を効率的に実施する。

48,030

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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Ⅳ．都道府県別等配分額

２．国庫債務負担行為（ゼロ国債）

[直轄事業] （単位：百万円）

1,125          656            1,377          300            3,458          

4,530          -              1,170          -              5,700          

1,684          557            2,016          1,639          5,896          

2,280          -              1,846          166            4,292          

4,210          1,230          1,800          -              7,240          

940            -              531            -              1,471          

1,394          318            -              -              1,712          

3,376          910            250            -              4,536          

12,511         629            585            -              13,725         

-              -              -              -              -              

32,050         4,300          9,575          2,105          48,030         

（注）１．ダムには、利水者負担金を含む。

　　　２．四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

東北地方整備局

関東地方整備局

九州地方整備局

北海道開発局

沖縄総合事務局

全国計

北陸地方整備局

中部地方整備局

近畿地方整備局

中国地方整備局

四国地方整備局

区分 河川事業 ダム事業 砂防事業 海岸事業 合　　　計

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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Ⅴ．配分箇所の具体事例

１．防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保

[ 直轄事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費（ダム（直轄事業）には利水者負担金を含む）である。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

（気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」等の推進）

岡山県

（倉敷市）
くらしき し

高梁川水系
たかはしがわ

高梁川

（河川激甚災害

対策特別緊急事

業）

1,930

平成30年7月豪雨の影響により堤防が決壊

し、甚大な浸水被害が発生したため、緊急的に

小田川合流点付替えや河道掘削及び堤防整備

等を実施し、早期に地域の安全性の向上を図

る。

熊本県

（阿蘇郡
あ そ ぐん

南阿蘇村・
みなみあそむら

菊池郡
きくちぐん

大津町）
おおづまち

白川水系
しらかわ

白川

（立野ダム建設
たての

事業）

690
白川水系白川において、立野ダム建設事業を推

進し、早期に地域の安全性の向上を図る。

福岡県

（朝倉市）
あさくらし

筑後川水系
ちくごがわ

（特定緊急砂防

事業）

400

平成29年九州北部豪雨の影響により、多数

の斜面崩壊が発生し、甚大な被害が発生したた

め、緊急的に砂防堰堤の整備等を実施し、早期

に地域の安全性の向上を図る。

神奈川県

（大磯町等）
おおいそまち

西湘海岸
せいしょう

（海岸保全施設

整備事業）

470
西湘海岸において、岩盤型潜水突堤の整備を

推進し、早期に地域の安全性の向上を図る。

（河川・ダム、砂防関係施設等の重要インフラに係る老朽化対策）

宮城県

（大崎市等）
おおさき し

鳴瀬川水系
なるせがわ

鳴瀬川

（河川維持修繕

事業）

786

の内数

鳴瀬川水系鳴瀬川において、大江川排水機場
おおえがわ

の老朽化対策を実施し、早期に地域の安全性向

上を図る。

長野県

（下伊那郡
しもいなぐん

大鹿村）
おおしかむら

天竜川水系
てんりゅうがわ

（砂防事業）
2,400

天竜川水系において、長寿命化計画に基づく

修繕等を実施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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[ 補助事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費（ダム（補助事業）には利水者負担金を除く）である。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

（気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」等の推進）

新潟県

（柏崎市）
かしわざき

鵜川水系
うかわ

鵜川

（事業間連携河

川事業）

120

近年水害等での被害を踏まえ、浸水被害の危

険性が高い区間等において河道掘削等を実施

し、早期に地域の安全性の向上を図る。

大阪府

（茨木市）
いばらき し

淀川水系
よどがわ

安威川
あ い がわ

（安威川ダム建

設事業）

2,200
淀川水系安威川において、安威川ダム建設事

業を推進し、早期に地域の安全性の向上を図る。

北海道

（上川郡
かみかわぐん

清水町）
しみずちょう

ペケレベツ川

（大規模特定砂

防等事業）

270
ペケレベツ川において、遊砂地の整備を推進

し、早期に地域の安全性の向上を図る。

静岡県

（浜松市）
はままつし

浜松五島海岸
はままつごとうかいがん

（海岸保全施設

整備連携事業）

180

海岸環境及び利用に配慮した侵食対策とし

て、天竜川での河道掘削と連携し、養浜、突堤

の設置を実施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。

大阪府

（寝屋川市
ねや が わ し

等）

寝屋川流域

下水道

（大規模雨水処

理施設整備事

業）

634
鴻池処理区及び川俣処理区において、雨水
こうのいけ かわまた

ポンプ場や下水道増補幹線の整備を実施し、早

期に地域の安全性の向上を図る。

（河川・ダム、砂防関係施設等の重要インフラに係る老朽化対策）

徳島県

（徳島市）
とくしま し

吉野川水系
よしのがわ

多々羅川
た た ら がわ

（大規模更新河

川事業）

50

吉野川水系多々羅川において、多々羅川排水

機場の老朽化対策を実施し、早期に地域の安全

性向上を図る。

長野県

（茅野市）
ち の し

角名川
かくみょうかわ

（大規模更新砂

防等事業）

75
角名川において、既設砂防堰堤の改築を推進

し、早期に地域の安全性の向上を図る。

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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２．国庫債務負担行為（ゼロ国債）

[ 直轄事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

（気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流域治水」等の推進）

北海道

（札幌市等）
さっぽろ し

石狩川水系
いしかりがわ

石狩川下流

（河川改修事

業）

9,181

ゼロ国債を活用することにより、施工が困難

な冬期間の作業を軽減して河床洗堀対策等を

実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。

岩手県

（岩手郡
いわてぐん

雫 石 町）
しずくいしちょう

秋田県

（仙北市）
せんぼくし

八幡平山系
はちまんたい

（砂防事業）
350

ゼロ国債を活用することにより、施工が困難

な冬期間の作業を軽減して砂防堰堤の整備等

を実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。

新潟県
にいがたけん

（新潟市等）
にいがたし

新潟海岸
にいがた

（海岸保全施設

整備事業）

508

ゼロ国債を活用することにより、施工が困難

な冬期間の作業を軽減してヘッドランドの整

備等を実施し、早期に地域の安全性の向上を図

る。

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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【参考】災害復旧関係事業の具体事例

（令和2年7月豪雨により甚大な被害を受けた地域における再度災害防止対策）
■河川大規模災害関連事業、河川災害関連緊急事業、河川等災害復旧事業 [ 直轄事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。

■災害関連緊急砂防事業、災害関連緊急地すべり対策事業 [ 補助事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

山形県

（村山市等）
むらやま し 最上川水系

もがみがわ

最上川
6,901

令和2年7月豪雨により甚大な被害が発生し

た最上川中流・上流において、河道掘削等を実

施し、早期に地域の安全性の向上を図る。

熊本県

（人吉市等）
ひとよし し 球磨川水系

く ま がわ

7,694

令和2年7月豪雨により甚大な被害が発生し

た球磨川水系において、河道掘削等を実施し、

早期に地域の安全性の向上を図る。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

岐阜県

（下呂市）
げ ろ し 大ヶ洞

おおがほら

313

令和2年7月豪雨により甚大な被害が生じた

大ヶ洞において、緊急的に砂防堰堤の整備を実

施し、早期に地域の安全性の向上を図る。

山形県

（最上郡
もがみぐん

大蔵村）
おおくらむら

柳淵地区
やなぎぶち

981

令和2年7月豪雨により甚大な被害が生じた

柳淵地区において、緊急的に地すべり防止施設

の整備を実施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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（令和元年東日本台風により甚大な被害を受けた地域における再度災害防止対策）

■河川大規模災害関連事業 [ 直轄事業 ]

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。

都道府県名 箇所名 配分額
（百万円）

事業概要

福島県

（須賀川市
すか が わ し

等）

宮城県

（角田市等）
かくだ し

阿武隈川水系
あ ぶ くまがわ

阿武隈川上流

阿武隈川下流

10,546

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した阿武隈川水系において、河道掘削

等を実施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。

宮城県

（東 松 島市
ひがしまつしま し

等）

鳴瀬川水系
なるせがわ

吉田川
よしだがわ 2,480

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した鳴瀬川水系において、河道掘削、堤

防整備等を実施し、早期に地域の安全性の

向上を図る。

埼玉県

（東 松 山市
ひがしまつやま し

等）

荒川水系
あらかわ

荒川上流
5,845

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した荒川水系において、河道掘削、堤防

整備等を実施し、早期に地域の安全性の向

上を図る。

茨城県

（常陸大宮市
ひたちおおみや し

等）

那珂川水系
なか が わ

那珂川
5,975

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した那珂川水系において、河道掘削、堤

防整備等を実施し、早期に地域の安全性の

向上を図る。

茨城県

（常陸大宮市
ひたちおおみや し

等）

久慈川水系
く じ がわ

久慈川
1,712

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した久慈川水系において、河道掘削、堤

防整備等を実施し、早期に地域の安全性の

向上を図る。

東京都

（大田区等）
おおた く

神奈川県

（川崎市）
かわさき し

多摩川水系
た ま がわ

多摩川
2,341

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した多摩川水系において、河道掘削等

を実施し、早期に地域の安全性の向上を図

る。

新潟県

（長岡市等）
ながおか し

長野県

（長野市等）
ながの し

信濃川水系
しなのがわ

信濃川

千曲川
ちくまがわ

10,309

令和元年東日本台風により甚大な被害が

発生した信濃川水系において、河道掘削、堤

防整備等を実施し、早期に地域の安全性の

向上を図る。

なお、令和2年度 水管理・国土保全局 事業実施箇所 都道府県（補正予算）は、
こちらからダウンロードして下さい。
https://www.mlit.go.jp/river/basic_info/yosan/gaiyou/yosan/r02yosanhaibun.html

治水 第796号令和 3年2月16日発行
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○本対策は、気候変動に伴い激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震、また、メンテナンスに係るトータル
コストの増大のみならず、社会経済システムを機能不全に陥らせるおそれのあるインフラの老朽化から、国民の生命・
財産を守り、社会の重要な機能を維持することができるよう、防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化を図るた
め、

• 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策（２６対策）
• 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策（１２対策）
• 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進（１５対策）
を柱として、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集中的に５３の対策を講ずる。

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策

激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策
予防保全型インフラメンテナンス
への転換に向けた老朽化対策

３．本対策の期間

事業規模を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

気候変動に伴い激甚化・頻発
化する自然災害に対応するた
め、事前防災対策を推進

大規模地震時の緊急物資輸送機
能等の確保のため、社会資本の耐
震対策等を推進

緊急または早期に措置すべき社会
資本に対する集中的な修繕等の対
策を推進

国土強靱化事業を
円滑化するＩＣＴの
活用を推進

観測体制強化やス
パコン等活用により
気象予測を高度化

䢀䢚䢗䡬䢙䛻䜘䜛
ᗈ⠊ᅖ䛾ᙧ
≧ィ 

ᆅୖᆺ䢖䡬䡷䢚䡬䡹䡳䡨䢁䡬䛻
䜘䜛㧗⢭ᗘᙧ≧ィ 

タィ᫬䛸ฟ᮶ᙧ
䛾3D䡿䢚䡬䡼ẚ㍑䛻
䜘䜛᪋ᕤ⟶⌮

国土強靭化に関する施策を効率的
に進めるためのデジタル化等の推進

�

ᾀώນက҄ẴỦ᫘൦ܹởЏᡐẴỦٻᙹ೉עᩗሁồỉݣሊ
ίᾀὸʴԡὉᝠငỉᘮܹử᧸ഥὉஇ҄ݱẴỦẺỜỉݣሊ

命を守るための事前防災の加速化・深化

Ẕลฺにおける඾ඬ対策ẕஇૼの඾ඬᘮ害े定等を៊まえた、ลฺにおけるẐቬり
強いನᡯẑをݰλした防ඬءのૢͳ等を推進
Ẕ地震時等にᓸしẪүᨖな݅集ࠊᘑ地対策ẕ地震時に大規模້災のἼスἁの高い
݅集ࠊᘑ地において、老朽࡫ሰ物のᨊҲやࡨ໲防ഥࣱ能をஊする࡫ሰ物への
ஆ等を̟進࡫
Ẕ˰࡫・ܡሰ物の耐震化による地震対策ẕ防災ਗ点等の耐震ᚮૺの前͂しを図り、
耐震化を̟進
Ẕ災害に強いࠊᘑ地࢟঺に関する対策ẕ災害のүᨖࣱの高いғ؏におけるᣃࠊ
機能のᆆ転、防災機能強化等をᚘဒ的に推進
Ẕ大規模Ⴎ土ᡯ঺地等の耐震化に向けた対策ẕ̾Кの大規模Ⴎ土ᡯ঺地等に
おける地Ⴔᛦ௹等により、ܤ全ࣱの確ᛐ・৭੮等を実施
Ẕ防災・減災の基Ⴔとなる地ቔᛦ௹重点対策ẕʻࢸ土ჿ災害等が発生するӧ能
ࣱの高いỺἼỴのうẼ、緊急ࣱの高い地؏にて地ቔᛦ௹を重点的に実施
ẔἂἼーンインフラを活用した防災・減災対策ẕᩋ水のᝪသේᡢ機能等の高い
ἂἼーンインフラのоЈ・保全等災害の˯減に資する取組をૅੲ

防災体制のૢͳの加速化・深化

శଞ৷৅ਗ਼ਃق崌嵉嵤崠ك

ᢤᩊૅੲの加速化・深化

Ẕ地ɦᘑの耐震ࣱ向ɥ等に関する
対策ẕ耐震対策・๨水対策、 ᢤᩊ
施ᚨや防災施ᚨૢͳにより、地ɦ
ᘑのМ用ᎍ等のܤ全なᢤᩊ等の
ためのᢘ切な機能を確保
Ẕ防災πטの機能確保に関する
対策ẕ地震災害や風水害なỄٶಮ
な災害に対応した防災πטのૢͳ
により、災害発生時のᢤᩊ地、防
災ਗ点としての機能を確保

Ẕ国土地ྸᨈ施ᚨの耐災害ࣱ強化対策ẕ災害時にᘮ害ཞඞをᅆした地図
等を国・自඙体等へ੩̓する国土地ྸᨈ施ᚨの耐災害ࣱ強化を実施
Ẕෙɥ保ܤ施ᚨ等の耐災害ࣱ強化対策ẕᘮ災等により૔я活動等にૅᨦを
ஹすおそれのある施ᚨに、᩼ࠝ用ᩓเᚨͳᚨ置等の実施や༓૰̓ዅ体制
を確保
Ẕ災害応急対策活動に必要となる࠻ܫ施ᚨのᩓщの確保等対策ẕ災害応
急対策の活動ਗ点となる࠻ܫ施ᚨの自ܼ発ᩓᚨͳ、Ӗ変ᩓᚨͳો修等を
実施

Ẕ්؏඙水対策ẕ気候変動に伴い災害が激甚化・頻発化するなか、あらỡる関係ᎍとの
ᡲઃのờと、ἡーἛ・Ἇフトɟ体となẾたẐ事前防災対策ẑを加速化

的確な業Ѧዒዓのための࠻ܫ施ᚨのᩓщ確保対策

防災πטにおけるᢤᩊ地、防災ਗ点
としての機能確保の対策

ὶᇦ἞Ỉ䛻䛚䛡䜛⥲ྜⓗ䛛䛴ᢤᮏⓗ䛺ᑐ⟇

防ૢͳء

大規模地ɦᝪသ施ᚨ ෙެ保全施ᚨૢͳ

ἒム࡫ᚨ・ἒムϐ生 ჿ防関係施ᚨૢͳ

ଏ܍ἒムの඙水活用
事前્්イメージ

�

事業規模を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間
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強靱なネットワーク整備の加速化・深化
【高規格道路のミッシングリンク解消及び4車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による
道路ネットワークの機能強化対策】高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定2車線区間の4車線化、高規格道路
と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワーク強化等を推進
【道路の法面・盛土の土砂災害防止対策】新たに把握された災害リスク等に対し、法面・盛土対策を推進
【道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策】緊急避難場所確保のため、予測浸水深より
高い位置の直轄国道の高架区間等を活用するための避難施設の整備を推進
【市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策】電柱倒壊による道路閉塞のリスクがある市街地等の
緊急輸送道路において、道路閉塞等の被害を防止する無電柱化を実施
【渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物のὶኻ防止対策】橋梁・道路の洗掘・流失対策・架け替え等を推進
【豪雨による鉄道河川橋梁の流出・傾斜対策及び鉄道隣接斜面の崩壊対策】橋脚等の基礎部補強、橋梁の架替えにより、
豪雨時の橋梁流出・傾斜を防止。異常検知システムにより、橋梁に異常が生じた際、列車の侵入を防止。法面防護工等
により、豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊を防止
【港湾の耐災害性強化対策（地震対策、高潮・高波対策、走錨対策及び埋塞対策）】最新の地震被害想定や
頻発化・激甚化する気象災害を踏まえた被害の軽減策を講じ海上交通ネットワークを維持
【走錨事故等防止対策】重要施設周辺海域等に監視カメラやレーダーを設置し、重大事故を未然に防止
【航路標識の耐災害性強化対策（海水浸入防止対策、電源喪失対策、監視体制強化対策及び信頼性向上対策）】
海水等の浸入を遮断し、航路標識の倒壊を防止。予備電源等の整備により、長期停電時の航路標識消灯事故等を防止。
航路標識の状態を把握する監視装置を整備し、災害時の情報提供体制を強化。航路標識に使用している機器等について、
災害に強い機器等を整備
【空港の耐災害性強化対策（護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策、滑走路等の耐震対策、空港ターミナルビルの
電源設備等の止水対策・吊り天井の安全対策、空港無線施設等の電源設備等の浸水対策及び空港BCPの実効性
強化対策】空港施設への浸水防止のため、護岸の嵩上げ等を実施。地震発生後における航空ネットワークの維持等のため、
滑走路等の耐震対策を実施。電源設備への止水扉設置等による浸水対策や、吊り天井の安全対策を実施。訓練の
実施等により、災害時における各空港の対応計画の実効性を強化

海上交通ネットワーク維持のための岸壁等の耐震化の
対策

（九州自動車道（横川～溝辺鹿児島空港）の被災状況）

駅等の耐震補強の対策

身近なインフラの強化の加速化・深化

【地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策】止水板等の設置により、地下駅や
電源設備等の浸水被害を防止
【大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷対策】基礎等の耐震補強により、
大規模地震時の駅・高架橋等の倒壊・損傷を防止
【下水道施設の地震対策】防災拠点等の重要施設に係る下水道管路や
下水処理場等を耐震補強することにより、地震時の最低限の排水機能を確保

⪏㟈ᙉ໬ᓊቨ

㠀⪏㟈ᙉ໬ᓊቨ

暫定2車線区間の4車線化等による道路ネットワークの
機能強化対策

下水道施設の地震対策
処理場の耐震化（躯体補強） 管の接続部を可撓化

�
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予防保全への᠃੭によるᎊ஥化対策の加速

【河川・ダム・下水道・砂防・海岸のᎊ஥化対
策】ྵ時点Ể対応が᡿れているᎊ஥化施設
等の̲ጣ対策をᨼɶႎに対応し、ἅスト጑減
につながる৲᝻ႎӕኵを推進
【道路施設のᎊ஥化対策】定期点検等により
確ᛐされた̲ጣが࣏要な橋梁・トンネル
・道路˄ޓ物・ᑄ装等の対策をᨼɶႎに
実施
【ᣃ市πטのᎊ஥化対策】
予防保全׹管理へᆆᘍを׋るため、インフラ
長ݤԡ化計画に基ỀẪᎊ஥化対策を実施
【ᎊ஥化したπփ˰ܡの࡫替による
防災・減災対策】ཎにᎊ஥化した高ኺ࠰のπ
փ˰ܡの࡫替を重点ႎにૅੲ
【港湾におけるᎊ஥化対策】
予防保全׹維持管理の実ྵに向けたᎊ஥化
対策を推進
【予防保全に基Ềいた鉄道施設の
ᎊ஥化対策】耐用࠰ૠをឬえて使用している
ӍỊᎊ஥化がᛐめられる鉄道施設の長ݤԡ
化に᝻する補強・ોᑣを実施
【空港のᎊ஥化対策】ᎊ஥化が進ỮỂいる施
設について効ྙႎかつ効ௐႎな
୼新・ોᑣをࡽẨ続Ẩ実施
【航路標識のᎊ஥化等対策】航路標識の
ᎊ஥化による倒壊、損壊等を防止するため、
長ݤԡ化のための整備をბ実に実施

Ṻ ʻ後の維持管理・୼新をẐ予防保全ẑによりᘍẾた場ӳ、Ẑ事後保全ẑ
とൔ᠋して、Ẹのᵏ࠰あたりのᝲ用Ịኖᾄл጑減

Ṻʻ後、࡫設後ᵓᵎ࠰ˌ上ኺᢅするᅈ˟᝻ஜの施設のлӳが加速ࡇႎ
にف加することを踏まえ、予防保全への᠃੭により、ݩஹにかかる
維持管理・୼新ᝲ用を৮制していẪ࣏要
Ṻ施設点検のኽௐ、予防保全の管理水แを下ׅる状態の施設が
えị、橋梁についてỊ、全橋梁のạẼኖᾀлがଔ急に̊。נ܍ૠٶ
̲ጣ等の対応が࣏要な状況

ᨼɶႎなᎊ஥化対策の実ោにより
予防保全׹インフラメンテナンスへの᠃੭を加速化

河川管理施設等のᎊ஥化対策

道路施設のᎊ஥化対策

高ኺ࠰のπփ˰ܡのᎊ஥化対策

空港のᎊ஥化対策

施設のᎊ஥化̊ ಿᧉのフラッἩ化に
よるႾʴ化

�

駅等の耐震補強の対策

身近なインフラの強化の加速化・深化

【地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策】止水板等の設置により、地下駅や
電源設備等の浸水被害を防止
【大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷対策】基礎等の耐震補強により、
大規模地震時の駅・高架橋等の倒壊・損傷を防止
【下水道施設の地震対策】防災拠点等の重要施設に係る下水道管路や
下水処理場等を耐震補強することにより、地震時の最低限の排水機能を確保

下水道施設の地震対策
処理場の耐震化（躯体補強） 管の接続部を可撓化
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ＤＸの活用の加速化・深化 災害関連情報の高度化の加速化・深化

【河川、砂防、海岸分野における施設維持管理、操作の高度化対策】デジタル技
術を活用し、施設の維持管理・施工を効率化・省力化。さらに、災害時のみなら
ず平時においても、施設操作の省力化を推進
【無人化施工技術の安全性・生産性向上対策】導入機器類の仕様及び関係基
準類を策定、必要な人材育成を行うなど導入環境を整備し、現場において実装
【施工の効率化、省力化に資する対策】ICTの技術基準の策定など導入環境を整
備
【ITを活用した道路管理体制の強化対策】遠隔からの道路状況の確認や過積載
等の違反車両の取り締まりを行う体制の強化や、AI技術等の活用による維持管
理の効率化・省力化を推進
【港湾におけるデジタル化に関する対策】ICT施工や3次元データ活用の推進等及
び港湾関連データ連携基盤の構築により、国土強靱化施策の円滑化・効率化を
推進
【電子基準点網の耐災害性強化対策】電子基準点内の機器の省電力化等により、
災害時における長期間の停電でも地殻変動の監視を継続でき、防災・減災及び
ICT施工を活用した迅速な工事に貢献
【地図情報等の整備による被害低減対策】災害リスク情報や地図情報等の整備
等により、被災状況の把握や救助活動等の遅れを防止
【国土強靱化施策を円滑に進めるためのインフラDX等の推進にかかる対策】防
災・減災、国土強靱化に資する建設生産プロセスのデジタル化の推進及び技術
開発の促進
【防災・減災、国土強靱化を担う建設業の担い手確保等に関する対策】官民施
策パッケージを深化させ、担い手確保の枠組みを早期実現

【線状降水帯の予測精度向上等の防災気象情報の高度化対策】水蒸気量等の
観測強化、海洋気象観測船更新等による観測の継続性強化、また、静止気象
衛星ひまわり8号・9号の後継衛星製造に着手。スーパーコンピューターシステム
導入による計算能力強化、解析・予測技術向上に向けた開発体制強化、情報シ
ステム更新等により防災気象情報の高度化を実施
【河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化対策】降雨予測の精度向
上を踏まえ、河川・ダムの諸量データの集約化やダム・河川等とのネットワーク化
を図り、水系全体での効率的・効果的に運用
【港湾における災害情報収集等に関する対策】衛星、ドローン、カメラ等を活用し
て、港湾における災害関連情報の収集・集積を高度化し、災害時の迅速な復旧
体制等を構築するとともに、その分析結果を施設整備に反映
【港湾における研究開発に関する対策】国土強靱化に直結する研究開発を行う
ための体制を構築し、技術基準類や港湾設備に反映
【地震・津波に対する防災気象情報の高度化対策】大規模地震発生時にも地
震・津波に関する情報の発表が継続できるよう、停電対策等を実施。また、大規
模地震による被害の軽減のため、防災気象情報の高度化を実施
【火山噴火に対する防災気象情報の高度化対策】いつ発生してもおかしくない火
山噴火に対して、適切に噴火に関する情報の発表が継続できるよう、停電対策等
を実施

地方整備局等におけるICT環境の整備 測量用航空機による迅速な被災状況把握
の能力強化対策

河川・ダムの諸量データの集約化やダムや
河川等とのネットワーク化対策

線状降水帯、台風等の予測精度向上対策

ίᾀὸࢍם׎᪆҄Ệ᧙ẴỦ଀ሊỉἙἊἑἽ҄ ίᾁὸ໎ܹ᧙ᡲऴإỉʖยẆӓᨼὉᨼᆢὉˡᢋỉ᭗҄ࡇ

港湾におけるドローン・衛星・カメラを活用した
被災状況把握 �

ẐᾄẦ࠰ьᡮ҄ݣሊẑỉɼễᢋ঺Ⴘ೅

対策Ӹ 対策内ܾ ɶ長期的なૠ͌Ⴘ೅ 現状
ίᵰ元࠰
度ὸ

ᾄ࠰後の
ᢋ成Ⴘ
೅ίᵰᵕ࠰
度ὸ

加速化・深化した場ӳのᾄ࠰後
にᢋ成できる状況

災害࣯ࣖ対策活動に

必要となる官࠻施設の

電力の確保等対策

災害࣯ࣖ対策の活動ਗ点となる官࠻

施設のᐯܼ発電設備、Ӗ変電設備ો

̲等を実施

災害࣯ࣖ対策の活動ਗ点とな

る官࠻施設における電力確保

のための対策の実施率

ᵓᵔᵃ ᵕᵓᵃ ዬ࣯性の高い災害࣯ࣖ対策の活動

ਗ点となる官࠻施設の電力の確保

等対策をܦʕ

防災πטの機能確保

に関する対策

地震災害や風水害などٶ様な災害に

対ࣖした防災πטの整備を実施

機能をҗ分発ੱさせるために

整備が必要な防災πטの対

策実施率

ὼ 8ᵎᵃ 災害発生時にᢤᩊ৑や防災ਗ点と

なる防災πטの機能がΪ実

්؏඙水ί河川・ダム・

ɦ水道・砂防・海岸ὸ

気ͅ変動によるࢨ᪪を踏まえた、河川

の河道੐Ъ、ء防整備、ء防強化、耐

震対策、ダム・ᢂ水地の整備等を実施

ᵏኢ河川における৆後இ大ව

水等に対ࣖした河川の整備率

約ᵔᵓᵃ 約ᵕ3ᵃ ᡈ࠰の被災状況を踏まえ、᩿࢘ᵓか

、でዬ࣯的に河川整備を促進し࠰

ේ水᩿積を減ݲ
ᵐኢ河川におけるᡈ࠰災害の

ව水等に対ࣖした河川の整備

率

約ᵔᵐᵃ 約ᵕᵏᵃ

雨水੎水施設等の整備により、ᡈ࠰ේ

水実ጚがẝる地ғ等において、ϐ度災

害を防止・軽減

ේ水実ጚ地ғ等におけるɦ水

道によるේ水対策ᢋ成率

約ᵔᵎᵃ 約ᵕᵎᵃ ᡈ࠰ේ水実ጚがẝる等、ේ水被害

のүᨖ性が高い地ғにおけるɦ水

道事業のේ水対策の効果を発現

地؏のᅈ˟・ኺฎ活動をૅえる基ᄽ的

インフラを保全する土砂災害対策を実

施

ᘑỀくり等の観点からཎに᣻要

なሖ৑が砂防事業等の実施に

より保全されるлӳ

約ᵐᵎᵃ

ίᵰᵐ࠰度ὸ

約3ᵓᵃ ᘑỀくり等の観点からཎに᣻要なሖ

৑の砂防関係施設の整備を促進し、

土砂災害のリスクを軽減

気ͅ変動による海᩿水ˮの上ଞ等が

ভࣞされるɶ、ඝ岸؏における安全性

向上を図る津波・高ກ対策を実施

海岸ء防等の整備率 約ᵓ3ᵃ 約ᵔᵒᵃ 災害リスクが高く官πፙ等がנ܍す

るඝ岸؏でء防等の整備を促進し、

災害のリスクを軽減

ᾀώນက҄ẴỦ᫘൦ܹởЏᡐẴỦٻᙹ೉עᩗሁồỉݣሊ
ίᾀὸʴԡὉᝠငỉᘮܹử᧸ഥὉஇ҄ݱẴỦẺỜỉݣሊ
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対策名 対策内容 中長期的な数値目標 現状
（R元年
度）

５年後の
達成目
標（R7年
度）

加速化・深化した場合の５年後
に達成できる状況

高規格道路のミッシン

グリンク解消及び４車

線化、高規格道路と直

轄国道とのダブルネット

ワーク化等による道路

ネットワークの機能強化

対策

高規格道路のミッシングリンクの解消及

び暫定２車線区間の４車線化、高規格

道路と代替機能を発揮する直轄国道と

のダブルネットワークの強化等を推進

高規格道路のミッシングリンク

改善率

－ 約30% 高規格道路約2万kmにおいてミッシ

ングリンク（約200区間）の約3割で

全線または一部区間を供用

高規格道路（有料）の４車線化

優先整備区間の事業着手率

約13% 約47% 高規格道路約2万kmにおいて有料

道路の4車線化優先整備区間（約

880km）の約5割で事業着手

大規模地震による駅、

高架橋等の倒壊・損傷

対策

柱、基礎等の耐震補強や立体交差事

業の実施することで、大規模地震等に

よる駅、高架橋等の倒壊・損傷を防止

首都直下・南海トラフ地震で震

度6強以上の想定地域等の主

要鉄道路線の耐震化率

97.4% 100%

（R4年度）

首都直下・南海トラフ地震で震度6

強以上の想定地域等の地震に対す

る鉄道施設の耐震対策を完了

港湾における地震対策 大規模地震発生時の国民生活・経済

を支える海上交通ネットワークの維持等

のため港湾施設の耐震化等を実施

大規模地震時に確保すべき海

上交通ネットワークのうち、発

生時に使用可能なものの割合

33%

（R2年度）

47% 大規模地震発生時の海上交通ネッ

トワークの維持のため重要施設が長

期間供用できない事態を防止

港湾における高潮・高

波対策

頻発化・激甚化する台風等による被害

を軽減し、海上交通ネットワーク維持の

ため、高波・高潮対策を推進

高潮・高波対策を実施する必

要がある港湾において、港湾

機能維持・早期再開が可能と

なる割合

－ 14% 高潮・高波の発生時に、港湾の重

要施設が長期間にわたり供用でき

ない事態を防止

滑走路等の耐震対策 地震発生後における航空ネットワークの

維持等を可能とするため、滑走路等の

耐震対策を実施

滑走路等の耐震対策により、

地震後における航空ネットワー

クの維持等が可能となる空港

の割合

70% 87% ネットワークの拠点となる空港のうち、

20空港で地震発生後における航空

ネットワークの維持等を可能とする

滑走路等の耐震対策を完了
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対策名 対策内容 中長期的な数値目標 現状

（R元年
度）

５年後の
達成目
標（R7年
度）

加速化・深化した場合の５年後
に達成できる状況

都ࠊπטのᎊ஥化対

策

ʖ防保全׹ሥྸồᆆᘍを׋るため、Ỷ

ンフラ長ݤԡ化ᚘဒに基ỀẪᎊ஥化対

策を実施

ዬ࣯度の高いᎊ஥化したπט

施設の改̲等の対策を実施で

きている都ࠊπטの割合

31% 80% Ỷンフラ長ݤԡ化ᚘဒに基ỀẪዬ࣯

度の高いᎊ஥化したπט施設の改

̲等の対策を着実に実施

ඕ߷ሥྸ施設のᎊ஥

化対策

要ዬ࣯対策施設等の対ࣖ及びݩஹの

維持ሥྸᝲ጑減にếながる৲᝻的ӕ

ኵを推進

ʖ防保全െ᨞にあるඕ߷ሥྸ

施設の解消率

70%

（R2年度）

86% ʖ防保全׹維持ሥྸにӼけ、ᎊ஥

化したඕ߷ሥྸ施設の対策を推進

道路施設のᎊ஥化対

策

ʖ防保全による道路ἳンἘἜンἋồ早

期にᆆᘍするため、̲ጣが必要な道路

施設の対策をᨼ中的に実施

地૾πσׇ体がሥྸする道

路のዬ࣯または早期に対策を

ᜒẵべき橋నの̲ጣਜ਼ፗ率

約34% 約73% 地૾πσׇ体がሥྸする道路にお

けるዬ࣯Ӎは早期に対策をᜒẳる

必要ࣱがある橋నの約ᾆ割の̲ጣ

に着手

ᎊ஥化したπփ˰ܡの

替による防໎・減໎࡫

対策

ཎにᎊ஥化した高経年のπփ˰ܡの

替を重点的に支ੲ࡫

ཎにᎊ஥化した高経年のπփ

の୼ૼの進਻率ܡ˰

－ 85% ཎにᎊ஥化した高経年のπփ˰ܡ

の࡫替を着実に実施し、85ήの୼

ૼを完了

ʖ防保全に基Ềいた鉄

道施設のᎊ஥化対策

耐用年数をឬえて使用しているӍはᎊ

஥化がᛐめỤủる施設の長ݤԡ化に᝻

する鉄道施設の補強・改ᑣを実施

耐用年数をឭえているなỄʖ

防保全が必要な鉄道施設の

ᎊ஥化対策の完了率

14%

（R2年度）

100% ˋԧ元年度までの施設౨௹のኽௐ、

ʖ防保全が必要な鉄道施設にếい

て、ᎊ஥化対策を完了

港湾におけるᎊ஥化対

策

港湾施設のܤ全なМ用等の確保のた

め、ʖ防保全׹維持ሥྸの実現にӼけ

たᎊ஥化対策を推進

ʖ防保全׹の対策をݰλし、

機能の保全及びܤ全なМ用

等が可能となẾた割合

83%

（R2年度）

87% 時はもとより、໎害時においても港࠯

湾施設の機能が発揮できない事態

を防止

空港のᎊ஥化対策 ᎊ஥化の進Ữでいる施設のј率的Ầế

јௐ的な୼ૼ・改ᑣをࡽきዓき実施

施設のᎊ஥化にឪ׆する航空

機事૏のˑ数

0ˑ 0ˑ

（൑年度）

Ӳ施設の定期点౨及び点౨ኽௐに

基ỀẪ維持保全を着実に完了

航路標ᜤのᎊ஥化等

対策

航路標ᜤの倒壊、損壊等の被害に対

ࣖするため、長ݤԡ化のための整備を

着実に実施

ᎊ஥化等対策が必要な航路

標ᜤの整備率

55%

（R2年度）

79% ᎊ஥化対策が必要な航路標ᜤにお

いて、ᎊ஥化等対策を79ή完了
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対策名 対策内容 中長期的な数値目標 現状

（R元年
度）

５年後の
達成目
標（R7年
度）

加速化・深化した場合の５年後
に達成できる状況

҄∑⇥⇞⇭↝᪆҄↚᧙ↈ↺଀ሊࢍם׎≌≕≋
国土強靱化施策を円

滑に進めるためのイン

フラＤＸ等の推進にか

かる対策

防災・減災、国土強靱化に資する建設

生産プロセスのデジタル化の推進及び

技術開発の促進

直轄土木工事におけるICT活

用工事の実施率

79% 88% 生産性向上が図られる全ての直轄

土木工事においてICTを活用した施

工を実施

施工の効率化・省力化

に資する対策

橋梁や砂防施設等のコンクリート構造物

工におけるICTの技術基準類の導入環

境の整備

令和5年度までにインフラ構造

物について、ICTを活用した出

来形管理基準を「3基準」策定

－ 5基準

（R5年度）

道路、河川、砂防の各構造物につ

いて、ICTを活用した出来形管理基

準の策定を完了

防災・減災、国土強靭

化を担う建設業の担い

手確保等に関する対

策

建設技能者の保有資格等を業界横断

的に登録・蓄積する建設キャリアアップ

システムの普及等を促進

国・都道府県・市町村における

建設キャリアアップシステム活

用工事の導入

－ 100% 国並びに全ての都道府県及び市町

村が建設キャリアアップシステムを

活用する工事を導入

地図情報等の整備に

よる被害低減対策

災害リスク情報や地図情報等の整備等

により、被災状況の把握や救助活動等

の遅れを防止

地形分類情報の整備 1,025

km²/年
（R2年度）

12,400km²
（整備対象

面積）

整備が必要な箇所において、標高

データや地形分類情報等の災害リ

スク情報の事前整備等を完了

≋≕≌໎ܹ᧙ᡲऴإ↝ʖย⅚ӓᨼ∝ᨼᆢ∝ˡᢋ↝᭗҄ࡇ
河川、砂防、海岸分野

における防災情報等の

高度化対策

降雨予測の精度向上を踏まえ、河川・

ダムの諸量データの集約化や情報共有

システムの強化を実施 等

１級水系および２級水系の利

水ダムにおける情報網整備率

18% 100% 利水ダムを含めた既存ダムの各種

データを一元的に管理することによ

り、施設操作・運用を改善

線状降水帯の予測精

度向上等の防災気象

情報の高度化対策

線状降水帯の予測精度向上に向けた

観測体制・実況監視能力及び解析・予

測技術向上に向けた開発体制の強化

線状降水帯予測の発表状況 － 線状降水帯
等の危険性
を県単位で
提供

半日前から線状降水帯等による大

雨に伴う災害発生への警戒を呼び

掛け、避難等の行動を促進

�

᧸໎Ὁถ໎Ẇࢍם׎᪆҄ỉẺỜỉᾄẦ࠰ьᡮ҄ݣሊ ʙಅᙹ೉ỉႸᡦ

対策数ᾉ123対策 ᵚうẼ国土ʩᡫ省53対策ᵜ

૎府全体 うẼ国土ʩᡫ省

１ώນက化する᫘水害やЏᡐする大ᙹ೉地ᩗ等への対策ᾪ78対策ᾬ ಒỈ12ᵌ3Ϋ円ᆉ度 ᵚ2ᵔ対策ᵜಒỈ7ᵌ7Ϋ円ᆉ度

２ώ予防保全׹インフラἳンテἜンスへの᠃੭に向けたᎊ஥化対策ᵹ21対策ᵻ ಒỈ2ᵌ7Ϋ円ᆉ度 ᵚ12対策ᵜಒỈ1ᵌ5Ϋ円ᆉ度

ᾂώ国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進ᵹ24対策ᵻ ಒỈ0ᵌ2Ϋ円ᆉ度 ᵚ15対策ᵜಒỈ0ᵌ13Ϋ円ᆉ度

合ᚘ ಒỈ15Ϋ円ᆉ度を目ᡦ ಒỈ9ᵌ4Ϋ円ᆉ度を目ᡦ

ද）ׄਾʞ入の関̞で合ᚘ値が合Ừない場合がẝる
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